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序章 本研究の問題意識と研究目的  
 





でそれに対応するため、2003 年に Chesbrough 氏よって提唱されたオープンイ
ノベーションの重要性が増してきている。Chesbrough 自身も“Open 
Innovation : Has its come in Japan”（2010）の冒頭で Google での検索結果を
















                                                   




























                                                   
2 Tim O'Reilly によって提唱された概念であり、その定義は「旧来は情報の送り手と受け手が固定さ
れ送り手から受け手への一方的な流れであった状態が、送り手と受け手が流動化し誰でも WEB を通
して情報を発信できる用に変化した WEB」とされている。  













第3節 イノベーションプロセスの先行研究  
 








図 1：代表的なリニアモデル  
 



















対し、年代によって分析を行っており 1950 年代の Carter and Williams




図 2：線型モデル「技術プッシュ」モデルと「需要プル」モデル  
注）実線が技術プッシュ・モデル、破線が需要プル・モデルを表す  
 





























                                                   
3 浜田  (2019a, p.174)。  
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図 3：連鎖モデル  
 














































図 4：カップリングモデル  
 
出所：Rothwell（1992） , p.222 
 
 Tidd, at al.（2001）はこの相互作用という観点から Rothwell がイノベーショ
ンプロセスにおいて歴史的観点に基づき有用な知見を示しているとしている。 









                                                   






表 1：イノベーションプロセスの第 5 世代  
 

















ークが 1 対 1 の関係であった為、この第 5 世代で十分な説明がされるが
























                                                   





第 1 章 オープンイノベーション  
 





る。その市場環境下の中 2003 年に Chesbrough 氏よって提唱されたオープンイ
ノベーションの重要性が増している。Chesbrough 自身も“Open Innovation : 
Has its come in Japan”（2010）の冒頭で Google での検索結果を引き合いに




る。Chesbrough 自身も“Open Innovation : Has its come in Japan”（2010）
の冒頭で Google での検索結果を引き合いに 2003 年から 2010 年までの間でい
かにオープンイノベーションの重要度、注目度が増しているかを示しており、同
時にイノベーションの新しいモデルとしてオープンイノベーションがその中心的
存在となったかを指摘している。 7また現在でも Google スカラーの検索結果で
は Chesbrough の代表的な論文である“Open innovation : Researching a new 
paradigm”  “open innovation : a new paradigm for understanding 
industrial innovation”  “Open innovation and strategy”  “The era of open 
innovation”の引用数は 13,689 に上る。 8また浜田（2017, pp.228-229）はオー
プンイノベーションの議論はその数だけで無く議論自体、非常に多様性があるこ
とも特筆するべき事であるとしている。  
                                                   
6 Chesbrough（2010）。  
7 Chesbrough（2010）。  
8 （https://scholar.google.co.jp/scholar?hl=ja&as_sdt=0%2C5&q=open+innovation+&btnG=）2020 





























                                                   




























                                                   
10 米山  他（2017, p.36）。  
 
 18 
① オープンイノベーション活動の種類や類型に関する研究（e.g. Gassmann 
and Enkel 2004; Dahlander and Gann 2010; 真鍋、安本  , 2010）  
② オープンイノベーションへの取り組みと製品開発成果あるいは財務成果との
関係に関する研究（e.g. Mazzola,et al., 2012; 延岡 , 2010）  
③ 検索型（exploration）あるいは開発型（exploitation）などのイノベーショ
ン戦略との適合性に関する研究（e.g. Belderbos et al., 2010; Hoang and 
Rothaermel, 2010）  
④ オープンイノベーションを可能にする内部組織の特性に関する研究（e.g. 
Huang and Rice 2009; Salge, et al., 2012）  
⑤ オープン化とクローズ化のバランスに関する研究（e.g. 小川 , 2014; Grinpe 
and Kaiser ,2010; Yoneyama, et al., 2015）  
⑥ オープン化と標準、プラットフォームビジネスとの関係に関する研究（e.g. 
立本・小川・新宅 , 2010）  
⑦ オープンイノベーションと知財との関係に関する研究（e.g. 渡部 , 2012; 米
山・渡部・山内 , 2016）  
⑧ イノベーション仲介者の役割と活用に関する研究（Sieg, et al., 2010; 









に関しては定義が曖昧なまま議論が成されている。 11Piller and West（2013, 
                                                   
11 浜田（2017）。  
 
 19 
pp.6-7）も“Firms, Users, and Innovation: An Interactive Model of Coupled 











図 5：オープンイノベーションのプロセス  
 














第 2 節 オープンイノベーションの類型  
  





















































































類型を整理した図 6 を見てみる。  
 
図 6：オープンイノベーションの類型を加えたプロセス  
 
 
出所：浜田（2017） , p.233 
 








































で、それぞれのプロセスを Chesbrough の図 6 を元に検証した図 7 を提示して
いる。  
 
図 7 インテグラル・カップルド型の統合プロセス  
 
出所：浜田（2017） , p.235 
 













第 3 節 カップルド型オープンイノベーションの類型  
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第 2 章 ユーザーイノベーション  
 










利益を得る特徴を持つユーザー」であると定義している。 13  
しかしながら浜田（2019a）は近年このリードユーザーのあり方が大きく変化












                                                   














































第 2 節 今の時代のリードユーザー  









































                                                   








von Hippe と小川（2011, pp.29-30）はユーザーイノベーションが実現するプ
ロセスにおいて社会化のプロセスではユーザーの役割には触れておらず企業がリ
スクをとることで社会化をするとしている。田中（2016, p.163）はこの「The 
Age of the Consumer-Innovation」の解釈をフェーズ 1 においてユーザー自身
が新たな製品を自ら開発する。フェーズ 2 では、他のユーザーが評価や拒絶を
行い、あるいは模倣や改善を行う。フェーズ 3 にて提携企業が市場のポテンシ



















図 8：リニアモデルに対するユーザーの関わり  
 
出所：浜田（2019a） , p.184 
 













































































                                                   









を特定している。（表 1） 16 
 




















出所：小川（2000） , p.92 
 






                                                   









大きさで説明できると考えた。（表 2）  









表 4：期待利益仮説  





































て、実証研究（Levin et al.,1985 : Cohen et al.,1987 : Levin 1988 : Bernstein 
1988 : Bernstein and Nadiri,1989 : Cohen and Levin,1989）が蓄積されている
にも関わらず、期待利益仮説の経験的妥当性について未だ結論が出ていないとし
ている。  






                                                   
17 小川（2000, p.92）。  






















この基準を元に 1978 年から 1992 年の間の 24 の製品イノベーションのリストを
示した。  
 
表 5：製品イノベーションのリスト（1978 年から 1992 年）  
セブンイレブンと日本電気によって行われた店舗発注システム  
NO 年 度  イノベーションの内容  
1 1978 バーコードとペンリーダｰを使った発注データの入力  
                                                   
19 小川（2000, p.150）。  
20 宋・秋池（2014, p.307）。  
 
 45 
2 1978 公衆回線を使った発注データの送信機能  
3 1978 発注記録のプリントアウト  
4 1980 ハードウェアの大きさの小型化（1／3 の大きさ）  
5 1980 電話モードから発注データ送信モードへの容易な切り替えの実
現  
6 1980 範疇記録のプリントアウト速度の高速化（3 倍）  
7 1982 発注台帳の電子化  
8 1982 電子発注台帳におけるユーザー・フレンドリーなデザイン  
9 1982 発注機器の携帯性  
10 1982 単品情報の集計機能  
11 1982 ハードウェア上での 3 つのアプリケーションを同時に実行する
機能  
12 1985 電子発注台帳のディスプレイ上で販売実績を表示  
13 1985 情報処理能力の向上  
14 1985 防塵機能  
15 1990 電子発注台帳のディスプレイ上で販売実績を表示  
16 1990 発注とデータ分析を同時に行う為のデザイン  
17 1990 商品知識を必要としない検品  
18 1990 陳列順登録機能  
19 1990 納品情報と需要分析との連結  
20 1990 検品・陳列順登録におけるユーザー・フレンドリーなデザイン  
21 1990 ハードウェア上で 8 つのアプリケーションを同時に実行する機
能  
22 1990 防水機能  
23 1990 ハードウェアのイージー・メンテナンス  
24 1990 データの自動受送信機能  





























                                                   
21 小川（2000, p.155）。  















①  メーカーにとってのニーズ情報の粘着性の程度  
②  ユーザーにとっての技術情報の粘着性の程度  
③  ユーザーが行った機能デザインの量  
④  ユーザーが行った技術デザインの量  
⑤  メーカーの期待利益の大きさ  









                                                   


























いる。 26またベストプラクティスの例として Szulanski（1996, p.32 脚注 , 5）
                                                   
24 Szulanski (1996) はベストプラクティスには技術的なプラクティスと管理上のプラクティスがあ  
るとし、技術的なプラクティスの具体的な例としてソフトウェアの開発の手順や標準の策定を、管  
理上のプラクティスの具体的な例として上司に対する評価制度や活動基準原価計算を挙げている   
(Szulanski, 1996, p. 32, 脚注 5)。（若林・大木 ,2009,p170 脚注 1 より引用）  
25 若林・大木（ 2009, p.169）。  









整（Ramp-up）、統合（Integration）の 4 つにステージに分割している。  
 







































































                                                   




（2014, p.179）は結論付けている。  












その上で彼らは von Hippel（1994）にしろ Szulanski（1996）にしろ、粘着
性として測定しようとしているのは知識移転のプロセス全体にかかる粘着性であ





そこで Szulanski（1996）の粘着性を portability とし区分けしている。




















































                                                   
28 小川（2000, p.148）。  
































































第 3 章 SNS とイノベーション  
 






などである。そこで代表的な SNS の各々の特徴を取り上げる。  
 
（1）LinkedIn 
  2002 年にリードホフマンによって開発され、2003 年 5 月 5 日に正式にリリ
ースされ現在は CEO のジェフ・ウィナーを筆頭に、Yahoo!、Google、
Microsoft、TiVo、PayPal、Electronic Arts で実績を持つ役員によって運営され










  2004 年 1 月、ハーバード大学の学生であったマーク・ザッカーバーグがハ
ーバード大学生の学生の交流を図る為「ザ・フェイスブック」というサービスを
                                                   
30 LinkedIn 公式 WEB サイトより（https://about.linkedin.com/ja-jp）。  
 
 58 
開始したのが始まりである。原則実名とし、2010 年 3 月には初めて Google の
アクセス数を抜き SNS 時代の幕開けの中心的存在であった。 31とされており、
現在は誰もが安心して情報を共有出来る、オープンで繋がりがある世界を実現す
ることをミッションに運営されている。2015 年 8 月 24 日現在では一日で 10 億


















 2006 年 7 月に半角文字 280 文字という制限を設け、「世界で今おきているこ
と、人々が話していることをリアルタイムで映す」としてリアルタイム性を重視
した情報発信ツールとして運用が開始され、現在は「表現の自由を信じ、全ての
                                                   
31 中田（2011）。  
32 Facebook 公式 WEB ニュースルームより（https://ja.newsroom.fb.com/company-info/）。  


























が確認されている。 35  
 
                                                   
34 Twitter 公式 WEB サイトより（https://about.twitter.com/ja.html）。  
35 林（2010）。  
 
 60 
その他にも名刺の交換から繋がりを生み出す SNS や YouTube のようにユーザ
ー自身の情報発信チャンネルという立ち位置を明確にしつつもユーザー同士の繋

































図 11：オープンイノベーションのプロセス  
 








                                                   





















行われていた。WEB は 1.0 の時代では各ユーザーが各サイト（アプリケーショ






                                                   
















 橋本（2006）は WEB2.0 を｢プラットフォームとしての WEB｣と位置づけ 7
つの特徴を紹介している。 39 
① 厳密な分類ではなくタグ付け  
② ユーザーによる貢献  
③ パブリッシングではなく参加  
④ 進歩的な分散ネットワーク  
⑤ リッチなユーザー経験の提供  
⑥ ユーザーセルフサービスによるロングテールの取り込み  




① 厳密な分類ではなくタグ付け  
                                                   
38 松尾（2006, pp.1229-1230）。  











見つけ出し Google などの検索エンジンで詳細を検索するといった流れが SNS
世代にとっては当たり前になってきている。  
 
② ユーザーによる貢献  





定している。またレビューなどは Amazon や eBay 自体のサイトでの評価ではな
くその舞台は SNS 上に移行しつつあり上述のハッシュタグからの検索によりよ
りその使用感などをユーザーが SNS 上で一つのコミュニティとして情報を共有
しており、購買に向けた最大の動機付けの場として SNS が活用されている。  
 






















④ 進歩的な分散ネットワーク  







⑤ リッチなユーザー経験の提供  












⑥ ユーザーセルフサービスによるロングテールの取り込み  


















⑦ 信頼に立脚した進歩的なコンテンツの提供  
 
 67 


















 橋本（2006）は WEB2.0 をプラットフォームとしての WEB と定義つけたが


































                                                   
40 Kotler（2017, p.27）。  
41 Kotler（2017, p.29）。  
42 Kotler（2017, p.32）。  





























                                                   



















第 3 節 イノベーションプロセスと情報の粘着性仮説  
 












図 12：代表的なリニアモデル  
 















図 13：小川（2000）による情報の粘着性の課題解決プロセス  
 














































 図 14：線型モデル「技術プッシュ」モデルと「需要プル」モデル  
注）実線が技術プッシュ・モデル、破線が需要プル・モデルを表す  
 


































































                                                   





























                                                   
46 Rothwell（1992, p.221）。  
 
 77 
図 15：カップリングモデル  
 
  














































                                                   
47 小川（2000, p.148）。  
 
 79 











身が明確にわかっているわけではないとし、また（Nelson and Winter 1982, 













SECI モデルは、暗黙知と形式知の組み合わせによって決まる 4 つの知識変換パ
                                                   
48 小川（2000, p.33）。  










から暗黙知へ）からなる。 50とされている。  
 
図 16：SECI モデル  
 
出所：Nonaka and Takeuchi（1995） , p.93 
 
                                                   















第 5 節 SNS 時代のユーザーイノベーションのプロセス  
 







図 17：代表的なリニアモデル  
 
出所：浜田（2019a） , p.173 
 
 82 












図 18：Utterback（1971）のリニアモデル  
 
出所：林（2010, p38）を元に筆者作成  
 
図 19：Rothwell（1973）のリニアモデル  
 















（図 20）」としている。  
 
図 20：小川（2000）による情報の粘着性の課題解決プロセス  
 















図 21：Szulanski（1996）のベストプラクティスの企業内での移転のプロセス  
 
出所：浜田（2019b, p.131）を元に筆者作成  
 












その上で彼らは von Hippel（1994）にしろ Szulanski（1996）にしろ、粘着
性として測定しようとしているのは知識移転のプロセス全体にかかる粘着性であ










図 10 プラクティスの移転：Stickiness と Portability 
注）図におけるプラクティスの形の変化はプラクティスの変化を示している。  
 























































                                                   





























                                                   
52 小川（2000, p.33）。  
 
 89 
図 25：SECI モデル  
 
出所：Nonaka and Takeuchi（1995） , p.93 
 
SECI モデルとは暗黙知と形式知の相互作用による知識変換プロセスである。








から暗黙知へ）からなる。 53とされている。  
浜田（2019b）は共同化と表出化を小川の粘着性とし、連結化と内面化を
Szulanski の粘着性として議論しており、von Hippel と小川の粘着性はプラク
                                                   










図 26：SECI モデルと情報の粘着性仮説のプロセスの比較  
 























り 1950 年代の Carter and Williams（1957）での｢Technology push｣にはじま













図 27：線型モデル「技術プッシュ」モデルと「需要プル」モデル  
注）実線が技術プッシュ・モデル、破線が需要プル・モデルを表す  
 






















は図 3 の Kline（1985）の連鎖モデルの発見が少なからず寄与していると考え
られる。」としている。  
 
図 28：連鎖モデル  
 






                                                   






































図 29：カップリングモデル  
 
出所：Rothwell（1992） , p.222 
 
 Tidd at al.（2001, pp.54-55）はこの相互作用という観点から Rothwell がイ
ノベーションプロセスにおいて歴史的観点に基づき有用な知見を示しているとし














表 6：イノベーションプロセスの第 5 世代  
 













上で WEB1.0 の時代においてはネットワークが 1 対 1 の関係であった為、この
 
 97 























































結論付けている。ここまでの議論を纏めると以下の図 30 の様になる。  
                                                   















































































第 4 章 ケース分析の枠組み  
 
第 1 節 分析方法とその対象  
 
 今回分析の対象はスタニング株式会社が 2015 年より取り組んでいる若年層イ
ンフルエンサーの意見を企業の製品やサービス開発に取り入れるとした Co-
Creation 事業を中心に焦点を当てる。インフルエンサーとは、 Instagram や



















                                                   

































































































用いられるようになった（萱間 1995 都築 2004）。  
グラウンデッド・セオリー・アプローチは、論者によって、4 つに分類するこ
とが可能であるという分類（三毛 2002：21）や、5 つに整理可能であるとする
分類（林 2009:56、山野 2010：80）、さらにこの 5 つの整理のうち、5 つめの類
型として戈木版（2005）を上げる論者（林 2009：56）とチャーマッツを挙げる





















表 7：グラウンデッド・セオリー・アプローチの類型  
 



















主要特性を 7 つにまとめている。  
 


































⑤  【研究する人間】の視点を重視する。  
 






































方の発動に関する 3 点として  
 
①  研究テーマを分析テーマに絞り込む時  
②  分析結果の完成度を判断する時  









































ローチのコーディングの特性として以下の 3 点を上げている。  
 








































































































































                                                   

















































代表取締役 浜田裕一郎  
資本金：200 万円  
創業：2008 年  
法人設立：2008 年  
従業員数：3 名（2020 年 1 月時点）  
本社：兵庫県豊岡市日高町江原 118−2 
 






























































                                                   
58 http://contentmarketinginstitute.com/what -is-content-marketing/  








けられるかが WEB 戦略、強いては広告戦略の要といえた。  
その時代背景を元にスタニング株式会社はコンテンツ作りを重要視し、単にデザ
インをより良くする当時一般的な WEB サイト作りでは無く、WEB 上での企画
や情報作りを主体とした WEB 制作と情報戦略を一体化させた提案を企業に行っ





























代表取締役 小塚真吾  
資本金：300 万円  
創業：2007 年  
法人設立：2008 年 4 月 28 日  
従業員数：５名（2020 年 1 月時点）  
本社：大阪府大阪市西区靱本町 2 丁目 2−12 
 
















縄、台湾（台北）、バンコクでキャンパスコレクションと THE PART のタイト
ルを付けた少し小規模なイベントと合わせて各都市、年 2 回開催されており、
そのイベント参加者も「THE PARTY」では札幌で 800 人、仙台で 1000 人、
東京で 2000 人、静岡で 500 人、名古屋で 500 人、大阪で 3000 人、福岡で
1000 人、沖縄、台北、バンコクは未開催となっており、「キャンパスコレクショ
ン」では札幌で 1000 人、仙台で 3000 人、東京で 5000 人、静岡で 1000 人、名
古屋で 1000 人、福岡で 3000 人、沖縄で 1000 人、台北で 1000 人、バンコクで
1000 人、また本拠地である大阪では当日 10000 人以上の大学生が集まる大規模
なイベントとして毎年開催が行われている。その中でもファッションショーとミ
スコンテストがメインコンテンツとなっており、全国でのオーディションから各
























































ストを選出、ファイナリストによる 3 ヶ月間の商業施設の PR をブログ発信によ
って行い、最終的に審査員、ブログの更新頻度、ブログのアクセス数、当日参加
者の投票によりグランプリ 1 名と準グランプリ 1 名、商業施設のイメージガー
ル 3 名の 5 名選出により、2015 年 8 月から 2016 年 7 月までの商業施設の広告
媒体キービジュアルに抜擢する。という企画内容であった。  
最終的にブログの閲覧累計数は 6 週間で約 40 万アクセスを超え、一からの立
ち上げたブログとしては異例のアクセス数となり、当日のイベントのショーの成
功と合わせ、プロジェクト自体は成功裏に終わることとなった。  











代表取締役 久保具隆  
資本金：1000 万円  
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創業：2002 年  
法人設立：2002 年  


































開されていた。2016 年にはデザインと内容を刷新。THE PRESS というサイト
名で再度記事内容も見直し、SNS との連携なども行い、現在も運用がなされて
いる。  
アクセスは一月で 1 万ページビュー、SNS アカウントは Instagram を使用して





















関宮町の 4 町が合併し誕生した市であり、人口約 2 万 6 千人、面積は 442.91 キ

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Copyright © Tajima Shinkin Bank 2017 All rights reserved.
転出 転入 増減
養父市 68 85 17
朝来市 72 59 ▲ 13
香美町 49 81 32
新温泉町 8 13 5
姫路市 90 70 ▲ 20
京丹後市 60 66 6
福知山市 53 40 ▲ 13
小計 400 414 14
神戸市 192 141 ▲ 51
西宮市 57 39 ▲ 18
大阪市 166 76 ▲ 90
京都市 86 63 ▲ 23
その他 1,087 889 ▲ 198
小計 1,588 1,208 ▲ 380













豊岡市 85 68 ▲ 17
朝来市 88 82 ▲ 6
香美町 3 12 9
新温泉町 4 3 ▲ 1
姫路市 21 22 1
京丹後市 0 0 0
福知山市 10 0 ▲ 10
小計 211 187 ▲ 24
神戸市 56 32 ▲ 24
西宮市 7 5 ▲ 2
大阪市 46 24 ▲ 22
京都市 23 11 ▲ 12
その他 280 216 ▲ 64
小計 412 288 ▲ 124













豊岡市 59 72 13
養父市 82 88 6
香美町 3 11 8
新温泉町 0 3 3
姫路市 71 40 ▲ 31
京丹後市 3 5 2
福知山市 34 24 ▲ 10
小計 252 243 ▲ 9
神戸市 80 54 ▲ 26
西宮市 20 15 ▲ 5
大阪市 60 35 ▲ 25
京都市 25 10 ▲ 15
その他 470 346 ▲ 124
小計 655 460 ▲ 195













豊岡市 81 49 ▲ 32
養父市 12 3 ▲ 9
朝来市 11 3 ▲ 8
新温泉町 7 3 ▲ 4
姫路市 10 0 ▲ 10
京丹後市 0 0 0
福知山市 3 0 ▲ 3
小計 124 58 ▲ 66
神戸市 34 14 ▲ 20
西宮市 8 3 ▲ 5
大阪市 35 15 ▲ 20
京都市 19 0 ▲ 19
その他 233 161 ▲ 72
小計 329 193 ▲ 136













豊岡市 13 8 ▲ 5
養父市 3 4 1
朝来市 3 0 ▲ 3
香美町 3 7 4
姫路市 9 3 ▲ 6
京丹後市 0 0 0
福知山市 0 0 0
小計 31 22 ▲ 9
神戸市 40 21 ▲ 19
西宮市 7 0 ▲ 7
大阪市 31 7 ▲ 24
鳥取市 62 44 ▲ 18
その他 225 161 ▲ 64
小計 365 233 ▲ 132





























県最北端の市である。人口約 8 万 5 千人、面積 697.55 キロ平方メートルで人口







































きである｣と述べている 60。  
                                                   
59 Porter, M. E. and M. R. Kramer (2011) “Creating Shared Value” Harvard Business Review,  
Jan-Feb.（Diamond ハーバードビジネスレビュー編集部訳（ 2011）「共通価値の戦略」『ダイヤモ  
ンド  ハーバードビジネスレビュー』６月号、 p.11）。  




























                                                   
Jan-Feb.（Diamond ハーバードビジネスレビュー編集部訳（ 2011）「共通価値の戦略」『ダイヤモ  




























                                                   
61 CONTENT MARKETING LAB 解釈による（http://contentmarketinglab.jp/content - 
marketing/what.html）。  


























                                                   
63 C.K.Prahalad and Venkat Ramaswamy（2004）The Future of Competition : Co -creating 
Unique Value with Customers Harvard Business School Pr.【有賀裕子訳（ 2013）『コ・イノベー
ション経営  価値共創の未来に向けて』（東洋経済新報社）】 pp.34-35。  
64 C.K.Prahalad and Venkat Ramaswamy（ 2004）The Future of Competition : Co-creating Unique  
Value with Customers  Harvard Business School Pr.【有賀裕子訳（ 2013）『コ・イノベーション経営
価値共創の未来に向けて』（東洋経済新報社）】 p.41。  





























                                                   
66 内閣府（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/index.html）  （2020 年 5 











































































































































































イベントでの PR などを主として行い当初 1000 部を制作、50％消化の販売目標

















その結果を受け 2018 年度には養父旅 BOOK として 1 年間のシーズンを通し
た取り組みとして 300 万円の予算が委託事業として計上されることとなった。  
また今後数年間を見据えたプロジェクトを視野に入れ観光だけで無く、マーケテ
ィング、ビジネス、農業などへの今後のプロジェクト化へ向けたプロジェクトと
して始動することとなった。まずは 2018 年度に 2017 年のテスト的に行ったク
ーポンブックの内容を拡大、その販路開拓と合わせて都市部での養父市の PR 活
動や SNS を使った PR もプロジェクトの内容として採用された。2018 年度のク
ーポンブックは前年度の 43 ページ構成から 100 ページへと大幅に刷新され、販
売価格も 925 円となった。またクーポンの数も大幅に増え、クーポン総数は 51
となった。クーポンブックの制作にあたっては都市部に在住している大学生イン
フルエンサー65 名が参加した。ここでもインフルエンサーの基準としては自身








で 18 店舗での取り扱いとなった。また同時に 17 回に渡る販売キャラバンも実
施された。キャラバンは関西の高速道路のサービスエリアや、空港、道の駅や各
種イベントへのブース出店という形で行われ述べ約 18000 人へ PR する結果と
なり、販売数も当初目標であった 1000 冊を超え約 1500 冊が年間で販売され
た。  
また SNS での情報発信では公式 Instagram アカウントの運用とインフルエンサ
ー個々のアカウントでの情報発信が行われた。公式 Instagram アカウントでは

















結果として来店客数は 1000 名を超え、購買者数も 800 を超える大成功となっ
た。  
































第 3 節 分析対象ケースの概要  
 
【対象事例 1 HOYA 株式会社 眼鏡店向けタブレットアプリケーション開発の
事例】  
 











HOYA 株式会社  
代表執行役 最高経営責任者 鈴木洋  
資本金：6,264,201,667 円  
売上収益：5,765 億 46 百万円（2020 年度 3 月期）  
税引前利益：1,472 億 68 百万円（2020 年度 3 月期）  
創立：1941 年  
法人設立：1944 年  
従業員数：36,795 名（連結）  
本社：東京都新宿区西新宿 6-10-1 日土地西新宿ビル  20F  
 



















程度上部から配置され短いもので 11 ㎜、長いものでも 16 ㎜以内にその累進の
度数を加える。上部から累進的に無理矢理度数を変化させるため、どうしてもレ






























代表取締役 浜田 裕一郎  
資本金：  2,000,000 円  
売上収益：約 1000 万円（2019 年度 9 月期）  
創立：1936 年  
法人設立：2006 年  



























資料 5：見え方体験アプリの TOP 画面  
 






















資料 6：コバ厚計算機の計測画面  
 

































資料 7：マイスタイルセレクターレンズタイプ別計測結果画面  
 












資料 8：教えてアプリ眼光学編 TOP 画面  
 









ている。これらは 2020 年 9 月時点で使用店舗数も約 4000 店舗となっており台
































研究室からは数値結果に対する要望は 0.0 ㎜の単位での距離数値と 0.0 度単位の
角度数値を求められた。まずはスタニング社と研究室との間ではその誤差の範囲
の協議が行われた。その中でレンズの制作範囲とその数値的な影響度からその誤









































となっている。令和元年度は預金積金で約 4600 億円、貸出金は約 1800 億円、













会長 宮垣和生  
理事長 森垣裕孝  
出資金 856,000,000 円  
預金量 459,752,000,000 円  
融資量 179,460,000,000 円  
店舗数 28 店舗  
常勤役職員数 332 名  
創業 1924 年 8 月  


































代表取締役社長 卯野隆也  
代表取締役専務 卯野祐也  
資本金：4000 万円  
売り上げ高：9 億円（2018 年度）  
創業：1921 年  
法人設立：1955 年  
従業員数：32 名（2020 年 1 月時点）  



















に、聞き取りから行われ、集まった 18 名の大学生を 3 つのチームに分け、自分
たちの考える理想の就活鞄というテーマでディスカッションが行われた。チーム
毎に理想の就活鞄を絵に起こし、3 種類の理想とする就活鞄の案を出すところで



































































































【対象事例 3 株式会社ワールドとのパンプス開発事例】  
 
 株式会社ワールドは神戸に本社を置く日本を代表するアパレル企業の一つであ
る。時価総額は 482 億 8,500 万円となっており 67ファーストリテイリング（8 兆
64 億円）、ワークマン（7865 億 4,800 万円）、しまむら（4174 億 8,900 万円）、
ワコールホールディングス（1376 億 7,100 万円）、西松屋チェーン（1186 億
4,900 万円）、アダストリア（844 億 7,300 万円）、グンゼ（738 億 9,400 万円）
68に次いで業界 8 位、ファッションとされる分野ではしまむらに次いで業界第 4
位となっており、売り上げ高もファーストリテイリング（2 兆 2,905 億 4,800 万
円  ※売上収益）、しまむら（5,459 億 9,600 万円円）、良品計画（4,387 億 1,300
万円  ※営業収益）、青山商事（2,503 億円）に次いで 2,498 億 6,100 万円で業界














                                                   
67 2020 年 11 月 9 日午前 11 時 34 分現在。  
68 参照サイト（https://strainer.jp/clips/47）2020 年 11 月 9 日参照。  








代表取締役会長 上山健二  
代表取締役 鈴木信輝  
設立 1959 年（昭和 34 年）1 月 13 日  
資本金 60 億円  
本社 〒650−8585 神戸市中央区港島中町 6 丁目八番 1 
 
取締役  
取締役 畑崎充義  
社外取締役 一條和夫  
社外取締役 鈴木政士  
社外取締役 佐藤秀哉  
取締役（監査等委員会） 高槻禎一  
取締役（監査等委員会） 鈴木修司  
取締役（監査等委員会） 関美和  
 
執行役員  
社長執行役員 鈴木信輝  
 
副社長執行役員 中林恵一  
（株）ワールドインベストメントネットワーク 共同代表  
 
                                                   
70 参照サイト（http://corp.world.co.jp/company/about/history.html）2020 年 11 月 9 日参照。  
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グループ常務執行役員 谷村耕一  
（株）ワールドストアパートナーズ 社長  
 
グループ上級執行役員 西川信一  
（株）ワールドライフスタイルクリエーション 社長  
兼（株）ファッションクロス 社長  
兼（株）ワンズテラス 社長  
兼（株）アスプルンド 社長  
兼（株）アスプルンド 営業本部 本部長  
 
グループ上級執行役員  中嶋築人   
D-GROWTH グループ  管掌  
兼  （株）ファッション・コ・ラボ  社長  
兼  （株）ファステック・アンド・ソリューションズ  社長  
兼  （株）ファッションウォーカー社長  
 
グループ上級執行役員  丸山紀之   
（株）フィールズインターナショナル  社長  
兼  （株）フィールズ インターナショナル  ニューキャリア統括部  統括部長   
グループ上級執行役員  大峯  伊索   
（株）ワールドプロダクションパートナーズ  社長  
兼  （株）ピンクラテ  社長  
兼  （株）イノベーションリンク  社長  
兼  世界時興（上海）貿易有限公司  董事長  
 
グループ上級執行役員  高橋啓介   
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グループ企画本部  本部長  
兼  バックオフィス改革 PJT PJT マネジャー  
兼  世界連合時装（上海）有限公司  董事長  
 
グループ執行役員  松沢直輝   
グループ支援本部  本部長  
兼  グループ企画本部  グループ人事統括室  室長  
兼  バックオフィス改革 PJT PJT マネジャー   
 
グループ執行役員  八木恵美子   
グループ支援本部  副本部長  
 
グループ執行役員  靏博幸   
クリエイティブ・マネジメント・センター  センター長  
兼  （株）インターキューブ  社長   
 
グループ執行役員  林泰寛   
D ビジネス事業本部  本部長  
兼  D2C ユニット  ユニット長  
兼  Original Inc. 社長  
兼  Original Japan（株）  社長   
 
グループ執行役員  小川潮   
デジタルソリューション事業本部  本部長  
兼  （株）ワールドインベストメントネット ワーク  共同代表   
 
グループ執行役員  渡邊智則   
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（株）スタイルフォース  社長  
兼  （株）ワールドプロダクションパートナーズ  副社長  
 
グループ執行役員内山誠一   
（株）アルカスインターナショナル  社長  
兼  （株）ワールドフランチャイズシステムズ  社長   
 
グループ執行役員  松原正幸   
（株）ワールドプロダクションパートナーズ  副社長   
 
グループ執行役員  大野陽一郎   
IR 室  室長  
兼  グループ支援本部  副本部長   
 












                                                   

































資料 12：大学生インフルエンサーと株式会社ワールドとの打ち合わせ風景  
生 地 サ ン プ ル の ス ワ ッ チ を 元 に カ ラ ー や 素 材 を 選 ん で い る  
 
デ ザ イ ン 面 の 改 良 を 話 し 合 っ て い る  
 















資 料 13： イ ン フ ル エ ン サ ー に よ っ て 運 用 さ れ た 公 式 ア カ ウ ン ト の 投 稿 画 面  
 


































発を行うととなった 。  
パンプスは元々から「Grove」で販売されている「やわここちパンプス」を改
良することからスタートすることとなった。「やわここちパンプス」は発売から








資 料 14： 実 際 に 制 作 さ れ た パ ン プ ス の 一 例  
 







資 料 15： 実 際 に イ ン フ ル エ ン サ ー の 意 見 を 元 に 制 作 さ れ た パ ン プ ス の ビ ジ ュ ア ル 案 ①  
 








資 料 16： 実 際 に イ ン フ ル エ ン サ ー の 意 見 を 元 に 制 作 さ れ た パ ン プ ス の ビ ジ ュ ア ル 案 ②  
 
 
















ム工業株式会社を設立。1970 年には資本金を 1 億 5 百万円に増資し、社名をシ
バタ工業へと改称する。1975 年には安全長靴の製造販売を開始し、その後は緩
衝性複合素材や防舷材兼用昇降材などの素材開発を行う。2003 年にはマレーシ











                                                   




代表取締役社長  柴田充喜  
資本金  9 千 7 百万円  
設立  1949 年 5 月 30 日  
売り上げ高  141 億円（グループ全体  2020 年 6 月現在）  












代表取締役 山本一夫  
資本金：1000 万円  
















クトを与えるものにしたいという取り組みとして 2020 年 7 月にプロジェクトが
スタートしている。  









「防災  THE PRESS」概要  













第 5 章ケース分析  
 









































Rothwell のカップリングモデルをベースに SNS 時代（オープンイノベーション
主流の時代）におけるユーザーイノベーションのプロセス解明を目的とする。  
 





























表 8：分析焦点者一覧  
名前  職種  企業名  年齢  性別  役割  プロジェ
クト  
廣野直也  社員  HOYA 株
式会社  





鈴木是哉  経営者  株式会社
キャスト  





卯野祐也  経営者  株式会社
ウノフク  
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岸之上紀顕  社員  株式会社
ウノフク  





松本善寛  社員  株式会社
ウノフク  




馬渕浩司  社員  株式会社
ワールド  






文山研也  社員  株式会社
ワールド  





村上聖奈  大学生  武庫川女
子大学  











畠中舞衣  大学生  武庫川女
子大学  









渡邊茉優  大学生  大阪音楽
大学  






小塚慎吾  経営者  株式会社
TUM 











定森信彦  経営者  株式会社
コンセン
ト  













片岡孝之  社員  株式会社
浜田  






宮垣健生  経営者  但馬信用
金庫  








宮崎隆一  社員  但馬信用
金庫  
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アモデル（図 1）からスタートしている。  
 








図 32：線型モデル「技術プッシュ」モデルと「需要プル」モデル  
注）実線が技術プッシュ・モデル、破線が需要プル・モデルを表す  
 



























































                                                   







報の粘着性仮説の移転プロセスには小川と von Hippel の議論と Szulanski の議





















                                                   





















（Ramp-up）、統合（Integration）の 4 つにステージに分割している。  







                                                   
79 若林・大木（ 2009, p.169）。  















178）は WEB1.0 の時代においてはネットワークが 1 対 1 の関係であった為、こ






















フルエンサーが製品に関しての機能的な部分でこれら SNS 上の記事から WEB
での検索を行い、非常に専門的な意見を発する場面も多く見られた。  
またユーザーのイノベーションプロセスに対する変化も WEB2.0 の時代には
変化が見られる。当初 von Hippel と小川（2011,pp.29-30）はユーザーイノベー
ションが実現するプロセスにおいて社会化のプロセスではユーザーの役割には触
れておらず企業がリスクをとることで社会化をするとしてきた。しかしながら田
中（2016, p.163）はこの「The Age of the Consumer-Innovation」の解釈を
「フェーズ 1 においてユーザー自身が新たな製品を自ら開発する。フェーズ 2
では、他のユーザーが評価や拒絶を行い、あるいは模倣や改善を行う。フェーズ
3 にて提携企業が市場のポテンシャルを明確化した上で参入し、普及させる。そ















図 32：リニアモデルに対するユーザーの関わり  
 
出所：浜田（2019a） , p.184 
 



























第4節 調査の概要  
 













対象は 20 代から 60 代である。インタビューは直接面談とオンラインを活用
した面接方式をとり、上述の質問項目を元にインタビューをスタートし、自由形


















表 9：成された概念とカテゴリー  
































































































































































































































































































わけじゃないですか。しかも Instagram をみてもオシャレな活動をしている。  
そういう所をみると企業側としても安心できる。普通の女子大生とはちょっと違  
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 次に相互作用の完遂であるが情報の粘着性仮説の移転プロセスには小川と von 





































                                                   






































































































































私達も理解してできるし、逆に 1 回興味を持ったものっていうのは、私達自身  
も調べるから、そこのその行動は全然苦じゃないし、何なら入り込んでいく。」  
（村上氏）といった意見が見られたように、相互に対して機能していたことが重  
要であったと言える。今回の分析から図 34 のようにゲートキーパーの役割を視  
覚化した。  
 
図 34：本ケースでのゲートキーパーの役割  
 





























































































































とは困難であったといえる。しかしながら WEB2.0 の時代においては SNS 等の
発達により瞬時にネットワーキングが生まれ情報が共有される。  
その為ユーザー自身の社会化の役割は非常に大きいものになっており、今回のケ




まず概念名「検索行動の変化」であるが、これは WEB1.0 の時代から 2.0 の時
代となり、検索行動に変化が起きていることが見て取れた。それでは具体例を見
ていく。  
























































































































































































































グモデルをベースに図 36 に指し示す。  
図 36：Rothwell（1992）のカップリングモデルをベースとした  
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SNS 時代のユーザーイノベーションのプロセス図  
 
出所：Rothwell（1992, p.222）のカップリングモデルを元に筆者作成  
 
Rothwell（1992）のカップリングモデルは相互作用をもとにして提唱されて















































終章 本研究の要約と結論  
 
第1節 本研究の要約  
  
































































































第2節 理論的貢献  
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